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第24期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　

　

　

　

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

　

　

　

　

　
　

　
連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、法令および

当社定款第16条の規定に基づき、ウェブサイト（※）に掲載することにより、株主の

皆様に提供しております。

（※）ウェブサイトアドレス

・http://www.softbanktech.co.jp/

・http://kmasterplus.pronexus.co.jp/main/corp/4/7/4726/soukai.html
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数および連結子会社の名称

・連結子会社の数 ２社

・連結子会社の名称 M-SOLUTIONS株式会社

　 モバイルインターフェイス株式会社

②　非連結子会社の名称等

　 該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数および主要な会社等の名称

　 なし

　 科大恒星電子商務技術有限公司は、当連結会計年度にお

いて全持分を譲渡したため、持分法の適用範囲から除外

しております。

②　持分法を適用しない主要な非連結子会社および関連会社の名称等

　 該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

１）有価証券の評価基準および評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

　 なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
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２）たな卸資産の評価基準および評価方法

・商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物　　　　　10年～15年

　 器具及び備品　４年～15年

ロ．無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用

しております。また市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３

年以内）に基づく均等償却額を比較し、いずれか大きい

額を計上しております。

ハ．リース資産　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

　 なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行

っております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち

当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．受注損失引当金 受注契約に係る将来損失に備えるため、当連結会計年度

末における手持受注案件のうち、損失発生の可能性が高

く、かつその金額を合理的に見積もることが可能な案件

の、仕掛品残高を上回る当該見積り額を計上しておりま

す。
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ニ．瑕疵補修引当金 受注契約案件において将来の瑕疵担保責任に備えるため、

個別に瑕疵補修費用の発生可能性を勘案し計算した見積

り額を計上しております。

④　重要な収益および費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

工事完成基準

⑤　のれんの償却方法および償却期間

のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間にわたり

均等償却しております。ただし、金額が僅少なものについては、発生時に一括で償却して

おります。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(5) 追加情報

　会計上の変更および誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）

および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

２．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 1,008,001千円

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 10,640,200株 － － 10,640,200株

　

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 961,775株 77株 － 961,852株
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(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成23年６月22日開催の第23期定時株主総会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 154,854千円

・１株当たり配当金額 16円

・基準日 平成23年３月31日

・効力発生日 平成23年６月23日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成24年６月20日開催予定の第24期定時株主総会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 193,566千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 20円

・基準日 平成24年３月31日

・効力発生日 平成24年６月21日

　

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　余裕資金については、短期的な運用は預金のほか、ソフトバンクグループ全体の資金効

率向上のため、親会社への貸付金として運用しております。また、一部を中期運用として

確定利付債券の購入に充てております。短期的な運転資金需要が発生した場合には、銀行

借入によって資金調達しております。

②　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。顧客信

用リスクに関しては、社内の販売管理規程に従い請求書単位での入金期日管理、および残

高管理を日常的に行うほか、主要な取引先の信用状況を毎期把握する体制としております。

　有価証券および投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関する株式、

他の組合員との協業関係を促進するための組合出資、または確定利付債券であり、株式・

組合出資については、市場価格の変動リスクに、確定利付債券については、発行体の信用

リスクに晒されております。株式・組合出資については、時価や発行体の財務状況が定期

的に取締役会に報告されており、確定利付債券については、投資対象を資金運用管理規程

に従い、原則として投資適格の格付を有するものに限定しております。
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③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれています。時価の算定においては、一定の前提条件等を採用して

おり、異なる前提条件によった場合、当該価額が異なる場合があります。

　

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券および投資有

価証券は、次表に含めておりません。（（注）２．参照）

　
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 4,766,926 4,766,926 －

(2) 受取手形及び売掛金 5,487,540 　 　

貸倒引当金（※） △3,895 　 　

受取手形及び売掛金（純額） 5,483,645 5,483,645 －

(3) 有価証券および投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 1,052,242 1,052,242 －

資産計 11,302,814 11,302,814 －

(4) 買掛金 4,309,493 4,309,493 －

(5) リース債務（流動） 32,565 32,565 －

(6) 未払金 392,053 392,053 －

(7) 未払法人税等 488,393 488,393 －

(8) リース債務（固定） 60,502 63,252 2,750

負債計 5,283,008 5,285,759 2,750

（※）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 有価証券および投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。

　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりです。

　

①　その他有価証券の種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価およびこれらの差

額については以下のとおりです。

　 種類
連結貸借

対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

(1) 株式 154,127 87,392 66,734

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 398,610 395,078 3,531

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 552,737 482,470 70,266

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 － － －

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 499,505 500,751 △1,246

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 499,505 500,751 △1,246

合計 1,052,242 983,222 69,019
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②　当連結会計年度における、その他有価証券の売却額、売却益の合計額および売却

損の合計額は以下のとおりです。

種類
売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

(1) 株式 283,011 43,209 25,823

(2) 債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 16,650 － 83,883

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

合計 299,661 43,209 109,707

 

(4) 買掛金、(5) リース債務（流動）、(6) 未払金、(7) 未払法人税等

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

　

(8) リース債務（固定）

　リース債務の時価は、同一の残存期間で同条件のリース契約を締結する場合の金利

を用いて、元利金の合計額を割り引く方法によって見積もっております。

　

（注）２．時価を把握することが極めて困難であると認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）

　

非上場株式（※） 543,816
　

組合出資金 308,489
　

合計 852,305 　

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから「(3) 有価証券および投資有価証券」に含めておりません。

（※）当連結会計年度において、非上場株式について7,875千円の減損処理を行っておりま

す。
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（注）３．金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

現金及び預金 4,766,926 － － － － －

受取手形及び売掛金 5,487,540 － － － － －

有価証券および投資有
価証券

　 　 　 　 　 　

その他有価証券の
うち満期があるもの

600,000 100,000 － － － 200,000

合計 10,854,467 100,000 － － － 200,000

　

（注）４．リース債務の連結決算日後の返済予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 32,565 33,715 26,304 482 － －

　

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 835円12銭

(2) １株当たり当期純利益 77円89銭

　

６．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法

イ．子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

　 なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　たな卸資産の評価基準および評価方法

イ．商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ロ．仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物　　　　　10年～15年

　 器具及び備品　４年～15年

②　無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用

しております。また市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３

年以内）に基づく均等償却額を比較し、いずれか大きい

額を計上しております。
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③　リース資産　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

　 なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行

っております。

　

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち

当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③　受注損失引当金 受注契約に係る将来損失に備えるため、当事業年度末に

おける手持受注案件のうち、損失発生の可能性が高く、

かつその金額を合理的に見積もることが可能な案件の仕

掛品残高を上回る当該見積り額を計上しております。

④　瑕疵補修引当金 受注契約案件において将来の瑕疵担保責任に備えるため、

個別に瑕疵補修費用の発生可能性を勘案し計算した見積

り額を計上しております。

　

(4) 収益および費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

工事完成基準

　

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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(6) 追加情報

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　

平成21年12月４日）を適用しております。

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 994,722千円

(2) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 49,737千円

②　短期金銭債務 63,821千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 189,145千円

②　仕入高 109,362千円

③　販売費及び一般管理費 86,496千円

④　営業取引以外の取引高 24,658千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 961,775株 77株 － 961,852株
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：千円）

　 繰延税金資産（流動） 　

　 未払事業税 34,662

　 未払事業所税 3,548

　 賞与引当金 90,703

　 受注損失引当金　 16,719

　 未払社会保険料 13,185

　 その他 8,853

　 繰延税金資産（流動）合計 167,672

　 　 　

　 繰延税金負債（流動） 　

　 その他 △1,376

　 繰延税金負債（流動）合計 △1,376

　 　 　

　 繰延税金資産（流動）の純額 166,296

　 　 　

　 繰延税金資産（固定） 　

　 投資有価証券評価損 289,887

　 減価償却超過額 6,185

　 資産除去債務 19,132

　 持分譲渡益の修正 61,018

　 その他 14,657

　 繰延税金資産（固定）小計 390,881

　 評価性引当額 △61,018

　 繰延税金資産（固定）合計 329,863

　 　 　

　 繰延税金負債（固定） 　

　 その他有価証券評価差額金　 △24,968

　 その他 △4,461

　 繰延税金負債（固定）合計 △29,430

　 　 　

　 繰延税金資産（固定）の純額 300,433
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項

目別の内訳

　 法定実効税率 40.7％

　 （調整） 　

　 交際費等の永久損金不算入項目 0.3％

　 住民税等均等割 0.3％

　 税率変更による期末繰延税金資産の修正差額 2.4％

　 修正申告による影響 5.5％

　 その他 1.6％

　 税効果会計適用後の法人税等の負担額 50.8％

　

(3) 法人税率の変更等による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

　　　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施する

ために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２

日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興

特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.69％から、平成24年４月１日に開始する事

業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等について

は38.01％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に

ついては35.64％となります。なお、この税率の変更による影響は軽微です。
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、

その内容は次のとおりであります。

(1) 当事業年度末における取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

　 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

器 具 及 び 備 品 9,600千円 8,800千円 800千円

合 計 9,600千円 8,800千円 800千円

　

(2) 当事業年度末における未経過リース料相当額

未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 832千円　

　 １年超 －千円　

　 合計 832千円　

　

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社および法人主要株主等

種 類 会社等の名称
資本金または
出 資 金
（百万円）

事業の内容または職業
議決権等の所有
（被所有）割合

(％)

関 連 当 事 者 と の 関 係

役員の兼任等 事業上の関係

親会社
ソフトバンク
株 式 会 社

213,797 持 株 会 社
被所有
直接　 55.45

兼任１名
資金の貸付お
よび業務受託

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期 末 残 高
（千円）

資 金 の 貸 付 3,229,781
― ―

利 息 の 受 取 22,248

取引条件および取引条件の決定方針等

１．資金貸付の取引金額は、期中平均残高を表示しております。

２．貸付金利は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受け入れ

ておりません。当事業年度中に全額返済されたため、期末残高はありません。

（注）取引金額は、消費税等を抜いた金額で表示しております。
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(2) 兄弟会社等

種 類 会社等の名称
資本金または
出 資 金
（百万円）

事業の内容または職業
議決権等の所有
（被所有）割合

(％)

関 連 当 事 者 と の 関 係

役員の兼任等 事業上の関係

親会社の
子 会 社

ソフトバンク
B B株式会社

100,000
ADSL事業、FTTH事業、コンテンツ
サービス事業、流通事業等

なし なし
商品等の仕入・
販売、業務受託

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期 末 残 高
（千円）

商品の販売およびシステム
開 発 ・ 技 術 支 援 等

　
1,874,685

　
売 掛 金 419,222

商 品 等 仕 入 1,063,754
買 掛 金 254,749

役務提供案件の資材等購入 369,798

　

種 類 会社等の名称
資本金または
出 資 金
（百万円）

事業の内容または職業
議決権等の所有
（被所有）割合

(％)

関 連 当 事 者 と の 関 係

役員の兼任等 事業上の関係

親会社の
子 会 社

ヤ フ ー
株 式 会 社

7,959
インターネット上の広告事業、イーコ
マース事業、会員サービス事業等

なし 兼任１名
商品等の販売・
業 務 受 託

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期 末 残 高
（千円）

商品の販売およびシステム
開 発 ・ 技 術 支 援 等

4,566,948 売 掛 金 871,602

　

種 類 会社等の名称
資本金または
出 資 金
（百万円）

事業の内容または職業
議決権等の所有
（被所有）割合

(％)

関 連 当 事 者 と の 関 係

役員の兼任等 事業上の関係

親会社の
子 会 社

ソ フ ト バ ン
ク・ペイメン
ト・サービス
株 式 会 社

450
決済代行サービス、集金代行および企
業の計算事務代行、情報・システム提
供サービス等

なし 兼任１名
商品等の販売・
業 務 受 託

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期 末 残 高
（千円）

商品の販売およびシステム
開 発 ・ 技 術 支 援 等

601,999 売 掛 金 1,451,377

取引条件および取引条件の決定方針等

１．業務受託等につきましては、役務提供に対する費用を勘案した上で、一般取引条件と

同様に決定しております。

２．商品等の販売および仕入につきましては、個別案件ごとに検討の上、交渉により一般

取引条件と同様に決定しております。

（注）取引金額は、消費税等を抜いた金額で表示しております。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 828円00銭

(2) １株当たり当期純利益 76円28銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。


